
 
 

  



 

 

  



 
 

  



 

 

⚫ 連結決算サマリー 

➢ 受注高に関しては計画に対して順調に推移している。前年同期と比較しても多くの受注高

を計上できた。 

➢ 売上高については計画に対し若干物足りなさが感じられるが前年同期と比較すると増収。 

➢ 利益面についても計画に対して 40％強だが前年同期に比べ、かなりの増益となってい

る。 

➢ 増収増益の要因として、バイオマス発電所の建設工事の追加工事が今年度に成約したこと

や、主に原子力関連工事において、前期まで原価回収基準を適用していた案件が今年度に

成約し、進行基準を適用したことにより利益が計上された。また、補修工事において、動

員力をうまく活用したこと等により、当初見込んでいた予算を下回り工事を完了できたこ

とも利益が押し上げられた要因。 

➢ 計画に対する売上高の進捗については、EPC 案件において売上の計上時期が来年度以降

にずれ込むこととなった。 

➢ 通期予想については、補修工事の受注残高が多く積みあがっており、下期もある程度計画

通りに進むと思われるため据え置いている。 

  



 
 

⚫ 連結セグメント別売上高(建設・補修) 

➢ 建設工事においては、売上高が前年同期と比較して若干減少しているが、これは建設工事

から補修工事へ繋げる取り組みが順調に進んでいる結果だと判断している。 

 

 

  



 

 

⚫ 連結セグメント別営業利益(建設・補修) 

➢ 上記の表は全社費用を合理的に按分しているため、決算短信のセグメント利益とは異なる

数字。建設工事部門は赤字となってしまうが、前年同期と比較するとマイナス幅は小さく

なっており改善傾向にある。 

  



 
 

⚫ 連結キャッシュ・フローの推移 

➢ 工事請負代金の入金のタイミングによってフリーキャッシュフローがマイナスの年もある

が、５年間を平均すると 45 億円を計上することができている。 

  



 
 

⚫ 受注高および受注残高（前年同期比） 

➢ 多くの受注を獲得でき、受注残高も 1,000 億円を超えた。 

➢ 受注残高のうち、補修工事は比較的短期間で売上に計上される案件が多いが、建設工事は

２～３年程度かけて売上に計上される案件が多い。 

  



 

 

 

  



 

 

⚫ PBR と ROE の推移 

➢ PBR は今年度に入り１倍に近い水準まできているが、今後さらに伸ばしていかなければ

ならないと考えている。 

➢ 当社の株主資本コストは 6.2%と認識。エクイティスプレッドはプラスであるが PER が業

界平均に比べて低いことが課題。 



 

 
 

⚫ 資本コストや株価を意識した経営について 

➢ ROE の目標は 9.0%に設定。中期経営計画期間中は EPC の経験を積極的に積むことを計

画しており厳しい状況下にあるため、目標は変えず 9.0%としている。 

➢ 成長投資においては、グリーンプロジェクト等の新規事業に対する積極投資を行い、販路

拡大を目指す。 

➢ 海外事業においては、海外事業本部を新たに新設し、海外への進出の活性化を図っている

最中である。 

➢ 人的資本の増強については、新卒に加え中途採用も積極的に実施していく。 

➢ 政策保有株式は 2030 年度までに 10％未満にすることを目標とし、計画的な売却を行う。 

➢ 株主還元については、DOE２％を下限とし、３%を目安とした配当に努める。 

➢ 新たな項目として、サステナビリティ推進委員会を設立し社会課題の解決と中長期的な企

業価値の向上を目指した経営に取り組む。 



 

 
 

⚫ 配当金および純資産配当率（DOE）の推移 

➢ 2025 年３月期の配当は 150 円を見込んでいる。前頁の方針の通り DOE３％、配当性向

30％を達成できる見込み。 

  



 

 

 

 

  



 

 

⚫ 中期経営計画における基本計画 

➢ 攻めの経営として「基盤事業の強化による売上拡大」「新規事業への取組」「M&A」、

守りの経営として「時間外労働の上限規制への対応」「人材の確保と育成」「安全・品質

を軸とした組織運営」を掲げている。 

➢ 人材の確保については当社も非常に苦労している。安全・品質の確保は、工事会社として

いつの時代であっても生命線であり、安全品質を担保にお客様の信頼を勝ち取る。 

➢ 前中期経営計画における課題として「EPC,O&M 事業の拡大」「海外事業の拡大」を挙げ

ており、スピード感をもって対応していきたい。 

  



 

 
 

⚫ 外部・内部環境の変化と売上高推移 

➢ 東日本大震災後、原子力発電所が停止し当社の業績にも影響があったものの、震災復興工事に動員を

振り向けることで、600~700 億円の売上高を維持してきた。 

➢ 2019 年３月頃から大型石炭火力発電所の建設が増加し、従来は同時期に３か所程度の施工を上限とし

ていたが 12 か所にまで増加させ 1,000 億円を超える売上高を計上することができた。同時に動員能力

が大幅に向上した。 

➢ その後、カーボンニュートラルの動きが世界的に高まったことやロシアによるウクライナ侵攻によ

り、資源のない日本における原子力発電所の再稼働の流れが強まり、PWR の安全対策工事を行った。 

➢ コロナ禍では、規制等の影響も受けたが、インフラを支える事業であるため仕事が無くなることはな

かった。 

➢ これからはデータセンターや半導体工場の稼働による大電力消費時代となり、電力の重要性が増して

くる。PWR は稼働しているが BWR はまだ女川のみであり、これからも安全対策工事の需要がある。 

➢ 火力発電所の燃料転換工事や CCS にも積極的に参入する。また、化学工場や製鉄工場においても、エ

ネルギー転換の工事が発生するものと思われる。今後も当社の活躍の機会は多くある。 

➢ これまではまだ序章に過ぎず、2027～2030 年頃にピークが訪れる。火力発電所では燃料転換だけでは

なくガス火力の建設が増えると想定している。 

➢ また、原子力のピークは半導体工場が完成するときである。半導体工場は脱炭素電源が求められてい

るため、再生可能エネルギーか原子力になるが、安定的に大電力を供給できるのは原子力しかない。

まずは原子力をフルパワーで動かすのが日本の国力には必須である。 

➢ 清掃工場関連では、20 年前のダイオキシン問題の際に、設備を更新した。そしてその耐用年数が一斉

に迎えているため更新工事が非常に多くなると想定している。 

➢ 社員と協力会社稼働時間について、2015 年度あたりは 1,500 万時間であったが建設ピークの時期は

1,900 万時間。そして現在の売上 1,200 億円～1,300 億円での稼働時間は 1,500 万時間であり、効率化

されていることが分かる。2027～2030 年に訪れるピーク帯に向けてまだ余力はあると判断している。 



 
 

⚫ 原子力の環境変化への対応 

➢ 原子力発電所の再稼働の可能性のある 36 基のうち 30 基は当社が過去に何かしら関わっ

ており、かなりのウェイトを占めている。 

➢ 廃炉も 18 基のうち、12 基において関りがある。廃炉は 40 年ほどの長期的なスパンで行

うため長く安定的な収益確保に繋げていく。 

 

  



 

 

⚫ 原子力発電所再稼働に向けて 

➢ 原子力基本法において、原子力発電が重要な非化石電源として明記され、安全を担保

することで運転期間を延長されるようになった。 

➢ 安全対策工事・メンテナンス・延命化など、当社の生業にプラスに働くものと考えて

いる。 

  



 
 

⚫ グリーンプロジェクトについて 

➢ 小規模火力発電所を中心に林業と農業を活性化させる循環システムである。山が荒れてい

るという現状を解決するものであり、間伐材を燃料として電力エネルギーに変える。 

➢ 木を燃やすため、CO²の発生はあるが、木が吸収した CO²を出すためカーボンニュートラ

ルとされている。そして、バイオマス発電所の排ガスから純度 99.9%の CO²を取り出

し、農作物に吸収させることで作物の生育を早めることや、甘味が増すという効果があ

る。ブランド果物の生育や、促成栽培に効果を発揮する。この循環システムを使ってカー

ボンネガティブを達成できるのではないかと考えている。 

➢ さらには山林を健全化することにより J クレジットも生まれる。排熱にも価値があるもの

と考えられる。 

➢ この循環システムをパッケージ化して市町村に紹介し、実現に向けて進めていく。 

 

 



 
 

 

 



 
 

⚫ グリーンプロジェクト実現に向けた取り組み 

➢ すでに茨城県筑西市と新潟県村上市においてグリーンプロジェクト実現に向けて進めて

いる。 

➢ 社会貢献の一環となる活動が日本全国に広がっていけばと思っている。また、日本だけ

でなく、将来的に海外にも展開できないかと思っている。



 
 

⚫ CO²の農業への利活用について 

➢ 西風新都バイオマス発電所において広島大学と共同で研究を行っている。CO²を吸収させ

た農作物について、CO²の吸収量や甘みがどれだけ増したか等のデータ分析を行っている。 

 

  

  



 
 

⚫ 林業における工法改善について 

➢ 国内では整備されていない山林が多い。林道がなく山が整備されず放置されている。当社

のこれまで工事で培ってきた技術を使って、林道がなくとも間伐材を運ぶことのできる技

術を開発中であり、現在福井県で実証試験を行い効果が見えてきたため、それを筑西市や

村上市に導入予定である。 

➢ 山の健全化により、水害、花粉症、山火事の防止が期待される。 

 

  



 
 

  



 
 

 

 


